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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編目次
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 高齢者人口は、平成12（2000）年から平成29（2017）年まで一貫して増加。
○ 後期高齢者の人口は、平成42（2030）年まで増加が続く見込み。

１ 奈良県の高齢者人口の推移及び将来推計

※資料：高齢者福祉計画及び第７期奈良県介護保険事業支援計画

※前期高齢者：65歳以上75歳未満
後期高齢者：75歳以上
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 高齢化率は、16.6％（平成12年）から30.2％（平成29年）に上昇。
○ 平成29（2017）年の奈良県の高齢化率は、全国平均を上回っている。

２ 奈良県の高齢化率の推移及び将来推計

※資料：高齢者福祉計画及び第７期奈良県介護保険事業支援計画
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 平成28（2016）年度の認定者数は、平成12（2000）年度の約2.7倍に増加。

３ 奈良県の要介護度別認定者数の推移

※資料：高齢者福祉計画及び第７期奈良県介護保険事業支援計画
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 団塊の世代が後期高齢者になる平成37（2025）年には、認定率は22.8％になる
見込み。

４ 奈良県の要介護度別認定者数の将来推計

※資料：高齢者福祉計画及び第７期奈良県介護保険事業支援計画



前期高齢者 後期高齢者

要介護５ 691 4,937
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要介護１ 1,293 10,240
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 後期高齢者の約3割が、要支援・要介護認定を受けている。

５ 奈良県の高齢者の要介護度別認定状況

※資料：平成27年度 介護保険事業状況報告（年報）
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 高齢夫婦世帯は、平成27（2015）年をピークに世帯数及び総世帯数に占める割
合ともに下降する見込み。
○ 高齢単身世帯は、世帯数及び総世帯数に占める割合ともに上昇する見込み。

６ 奈良県の高齢者世帯数の推移と将来推計

※資料：高齢者福祉計画及び第７期奈良県介護保険事業支援計画

※高齢単身世帯：65歳以上の者１人のみの世帯
高齢夫婦世帯：世帯主の年齢が65歳以上の「高齢世帯」のうち「夫婦のみの世帯」



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 家計を主に支える者が高齢者の世帯のうち約5割は、年収300万円を下回る。

７ 奈良県の世帯の年収

※資料：住宅・土地統計調査（平成25年）
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 1時間以内の近居は、 37.3％（平成20年）から41.9％（平成25年）に上昇。
○ 1時間以上の遠居は、 22.3％（平成20年）から20.2％（平成25年）にやや減少。

８ 奈良県の高齢単身世帯と子世帯との距離

※資料：住宅・土地統計調査（平成20年、平成25年）

※高齢単身世帯：65歳以上の単身世帯
※同居：一緒に住んでいる（同じ建物又は敷地内に住んでいる）
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ いずれの圏域においても、高齢化率は上昇する。
○ 南和圏域における高齢化率は、他圏域に比べて高い。

９ 圏域別の高齢者人口・高齢化率の推移

※資料：国勢調査（平成2年～平成27年）
日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ いずれの圏域においても、65～69歳の人口割合が一番高い。

10 圏域別の年齢５歳階級別人口割合

※資料：国勢調査（平成27年）

圏域名 構成市町村

奈良圏域 奈良市

西和圏域 大和郡山市、生駒市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、上牧町、王寺町、河合町

東和圏域 天理市、桜井市、宇陀市、山添村、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村

中和圏域 大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、広陵町

南和圏域 五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 南和圏域の高齢者世帯率は、50％を超過。
○ いずれの圏域においても、高齢者のいる世帯は増加。

11 圏域別の高齢者世帯数・高齢者世帯率の推移

※資料：国勢調査（平成17年～平成27年）

（世帯） （世帯） （世帯）

（世帯） （世帯） （世帯）

※高齢者世帯：平成17年は「65歳以上の親族のいる世帯」
平成22年、平成27年は「65歳以上の世帯員のいる世帯」



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 高齢夫婦世帯は、持ち家率が全体よりも高く、89.8％を占めている。

12 奈良県の高齢世帯の住宅の所有形態

※資料：住宅・土地統計調査（平成25年）

※高齢単身世帯：65歳以上の者１人のみの世帯
高齢夫婦世帯：世帯主の年齢が65歳以上の「高齢世帯」のうち「夫婦のみの世帯」
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3.0%

4.8%

13.2%

9.2%

2.3%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

奈良県 全体

（n=527,700）

（若年者も含む）

高齢単身世帯

（n=56,700）

高齢夫婦世帯

（n=74,400）

高齢者の世帯員の

いる世帯

（n=197,500）

世帯型別住宅の所有関係（主世帯）

持ち家

公営の借家

都市再生機構(UR)・公社の借家

民営借家（木造）

民営借家（非木造）

給与住宅

同居世帯・不明



5.9%

9.3%

2.0%

3.0%

6.8%

10.6%

19.6%

26.6%

22.9%

24.3%

10.4%

8.1%

11.0%

7.6%

9.3%

5.1%

8.8%

4.3%

3.3%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

世帯総数

（n=389,400）

高齢者の世帯員がいる世帯

（n=170,800）

65歳以上の世帯員がいる住宅の建築時期

昭和25年以前 昭和26年～35年 昭和36年～45年 昭和46年～55年 昭和56年～平成２年

平成３年～７年 平成８年～12年 平成13年～17年 平成18年～22年 平成23年～25年９月

「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 65歳以上の世帯員がいる住宅は、昭和55年以前に建築されたものが約50%を占
める。

13 奈良県の高齢者世帯員がいる住宅の建築時期

※資料：住宅・土地統計調査（平成25年）

※高齢者：65歳以上



67.5%

59.6%

28.5%

21.6%

18.4%

12.5%

32.5%

39.1%

31.6%

10.1%

7.8%

11.6%

7.8%

60.9%

0% 20% 40% 60% 80%

高齢者等のため

の設備がある

手すりがある

またぎやすい

高さの浴槽

廊下などが車いす

で通行可能な幅

段差のない屋内

道路から玄関まで

車いすで通行可能

高齢者等のための

設備はない

高齢者等のための設備状況

（65歳以上の世帯員のいる世帯、専用住宅）

持ち家

（n=203,600）

借家

（n=33,500）

「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○高齢者等のための設備がある世帯の割合は、持ち家67.5％、借家39.1％。
○「設備がある」のうち「手すりがある」世帯が持ち家・借家ともに最も多い。

14 奈良県の高齢者等のための設備状況

※資料：住宅・土地統計調査（平成25年）



15.3%

20.8%

5.9%

15.5%

49.5%

37.6%

58.8%

47.3%

35.2%

41.6%

35.3%

37.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民営借家 全体

（n=96,700）

高齢単身世帯

（n=10,100）

高齢夫婦世帯

（n=3,400）

高齢者世帯員の

いる世帯

（n=20,700）

世帯別居住面積水準（民営借家）

最低居住面積水準未満

最低居住面積水準以上誘導居住水準未満

誘導居住面積水準以上

「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 高齢単身世帯は全体に比べて、最低居住面積水準未満の民営借家に居住する世帯
の率が高い。

15 奈良県の世帯別居住面積水準（民営借家）

※資料：住宅・土地統計調査（平成25年）

※最低居住面積水準：単身者は25㎡、2人以上の世帯は10㎡×世帯人数+10㎡
（一般型）誘導居住面積水準：単身者は55㎡、2人以上の世帯は25㎡×世帯人数+25㎡

※高齢単身世帯：65歳以上の者１人のみの世帯
高齢夫婦世帯：世帯主の年齢が65歳以上の「高齢世帯」のうち「夫婦のみの世帯」



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○借家に住む高齢夫婦世帯のうち、1カ月当たり家賃10,000円以下の借家に住む世帯
は約16％。

16 奈良県の高齢世帯が住む借家の1カ月当たり家賃

※資料：住宅・土地統計調査（平成25年）

※高齢単身世帯：65歳以上の単身世帯
高齢夫婦世帯：世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯

8.13%

5.72%

15.79%

6.36%

4.09%

10.53%

7.16%

11.17%

7.89%

13.52%

20.16%

14.47%

18.34%

23.98%

15.79%

17.46%

20.16%

14.47%

14.24%

8.99%

10.53%

8.13%

4.36%

3.95%

6.52%

1.36%

3.95%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

借家 全体

（n=124,300）

高齢単身世帯
(n=36,700)

高齢夫婦世帯

(n=7,600)

高齢世帯の住む借家の1カ月当たり家賃

0～10,000円

10,000円～20,000円

20,000円～30,000円

30,000円～40,000円

40,000円～50,000円

50,000円～60,000円

60,000円～70,000円

70,000円～80,000円

80,000円～



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 世帯人員と住宅の延べ面積において、ミスマッチがみられる。

17 奈良県の世帯人員と住宅の延べ面積の関係（若年を含む全主世帯）

※資料：住宅・土地統計調査（平成25年）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1人

（n=46,600）

2人

（n=23,700）

3人

（n=15,000）

4人

（n=8,500）

5人以上

（n=2,600）

世帯人員と住宅の延べ面積（若年を含む全主世帯）

24㎡以下 25～29㎡ 30～39㎡ 40～49㎡ 50～59㎡ 60～69㎡ 70～79㎡

80～89㎡ 90～99㎡ 100～149㎡ 150～199㎡ 200～249㎡ 250㎡以上

※最低居住面積水準：単身者は25㎡、2人以上の世帯は10㎡×世帯人数+10㎡
（一般型）誘導居住面積水準：単身者は55㎡、2人以上の世帯は25㎡×世帯人数+25㎡



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○60～64歳は、サービス付きの高齢者向け住宅への住み替え意向が高い。

18 家計主の年齢別の住み替え後の居住形態に関する意向

※資料：住生活総合調査（平成25年）

78.0%

60.5%

77.0%

88.3%

53.3%

36.7%

92.3%

93.1%

17.1%

25.4%

15.7%

11.7%

8.2%

4.9%

17.8%

7.9%

17.8%

14.3%

4.6%

26.5%

3.1%

3.4%

3.2%

11.1%

14.3%

3.4%

6.1%

4.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

30歳未満

30～39歳

40～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

家計主の年齢別の住み替え後の居住形態に関する意向

持家 民営賃貸住宅 県・市町村営賃貸住宅

都市再生機構（UR）、公社などの賃貸住宅 給与住宅 友人同士などで住む住宅

サービス付きの高齢者向け住宅 有料老人ホームなどの居住施設 その他の借家、施設

（ｎ=1,163）



6.5%

6.2%

6.4%

10.1%

1.5%

36.2%

8.1%

4.7%

11.6%

9.1%

1.6%

39.2%

11.6%

9.7%

26.9%

13.2%

2.9%

27.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

祭りや地域活動などが少なく、

住民のつながりが弱い

ボランティア活動が活発でない

知り合いが少なくなった

近くに頼りになる人がいない

その他

特にない

環境についての困りごと

16.8%

24.5%

9.6%

29.0%

7.9%

14.8%

18.4%

18.8%

8.9%

21.8%

9.2%

9.1%

25.6%

26.7%

16.3%

30.8%

7.4%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

公共機関が近くにない

（役場、公民館、図書館など）

商業施設が近くにない

（銀行、スーパー、飲食店、娯楽施設など）

医療機関や介護サービスが近くにない

交通の便が悪い

公園や緑地が近くにない

手軽に運動できる場がない

地域についての困りごと

若年者

（n=840）

介護を要しない

高齢者

（n=939）
要介護認定者とその家族

（n=484）

「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 若年者・介護を要しない高齢者・要介護認定者とその家族のいずれにおいても、
「特にない」の他、「交通の便が悪い」や「商業施設が近くにない」を選択する方
が比較的多い。

19 環境や地域についての困りごと

※資料：高齢者の生活・介護等に関する県民調査
調査結果報告書（H29.3）

※若年者：県内在住の40歳以上64歳以下の方
介護を要しない高齢者：県内在住の要支援・要介護認定を受けていない65歳以上の方
要介護認定者とその家族：県内在住の要支援・要介護認定を受けている在宅の方とその家族



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 若年者・介護を要しない高齢者・要介護認定者とその家族のいずれにおいても、
「特にない」の他、 「維持管理が大変」や「バリアフリーになっていない」を選択
する方が比較的多い。

20 住居についての困りごと

※資料：高齢者の生活・介護等に関する県民調査
調査結果報告書（H29.3）

※若年者：県内在住の40歳以上64歳以下の方
介護を要しない高齢者：県内在住の要支援・要介護認定を受けていない65歳以上の方
要介護認定者とその家族：県内在住の要支援・要介護認定を受けている在宅の方とその家族

32.1%

23.0%

4.9%

5.6%

24.3%

17.0%

1.8%

2.2%

34.3%

32.2%

2.7%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

維持管理が大変（掃除や家の修繕など）

バリアフリーになっていない

（トイレ、風呂、段差や階段など）

狭い（自分や夫婦専用の部屋がないなど）

日当たりや風通しが悪い、騒音がひどい

住居についての困りごと

19.6%

10.6%

3.9%

35.2%

16.1%

4.2%

3.0%

47.6%

21.1%

3.9%

3.7%

33.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

古くなって安全性に不安

家賃や口一ンが高い

その他

特にない

若年者

（n=840）

介護を要しない

高齢者

（n=939）

要介護認定者とその家族

（n=484）



12.6%

18.2%

26.1%

14.3%

6.2%

11.4%

18.2%

10.4%

16.9%

12.8%

14.7%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

（介護保険外の）外出支援

（介護保険外の）家事代行

配食や食事の提供

安否確認サービス

31.2%

12.4%

1.2%

20.4%

25.6%

7.2%

1.2%

34.2%

28.3%

6.6%

2.3%

21.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

緊急時の通報システム

生活に関する相談

その他

特にない

身辺で提供されることを望むサービス

若年者

（n=840）

介護を要しない

高齢者

（n=939）

要介護認定者とそ

の家族

（n=484）

「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 若年者・介護を要しない高齢者・要介護認定者とその家族のいずれにおいても、
「特にない」の他、「緊急時の通報システム」や「配食や食事の提供」を選択する
方が比較的多い。

21 身近で提供されることを望むサービス

※資料：高齢者の生活・介護等に関する県民調査
調査結果報告書（H29.3）

※若年者：県内在住の40歳以上64歳以下の方
介護を要しない高齢者：県内在住の要支援・要介護認定を受けていない65歳以上の方
要介護認定者とその家族：県内在住の要支援・要介護認定を受けている在宅の方とその家族



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編22 住宅及び居住環境に関して重要と思う項目

※資料：住生活総合調査（平成25年）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

日常の買物、医療・福祉・文化施設などの利便（環）

福祉、介護などの生活支援サービスの状況（環）

災害時の避難のしやすさ（環）

治安、犯罪発生の防止（環）

近隣の人たちやコミュニティとの関わり（環）

まわりの道路の歩行時の安全性（環）

通勤、通学などの利便（環）

騒音、大気汚染などの少なさ（環）

火災の延焼の防止（環）

水害・津波の受けにくさ（環）

敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり（環）

緑・水辺などの自然とのふれあい（環）

親、子、親せきなどの住宅との距離（環）

敷地やまわりのバリアフリー化の状況（環）

子育て支援サービスの状況（環）

子どもの遊び場・公園など（環）

まちなみ、景観（環）

居住環境について重要と思う項目

高齢世帯（単身・夫婦） （参考）全世帯

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

地震時の住宅の安全性（住）

火災に対する安全性（住）

住宅の防犯性（住）

台風時の住宅の安全性（住）

高齢者などへの配慮（段差がないなど）（住）

台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ（住）

住宅の広さや間取り（住）

外部からのブライバシーの確保（住）

居間など､主な居住室の採光（住）

収納の多さ、使いやすさ（住）

住宅の断熱性や気密性（住）

住宅のいたみの少なさ（住）

冷暖房などの省エネルギー性（住）

住宅の維持管理のしやすさ（住）

上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性（住）

外部からの騒音に対する遮音性（住）

換気性能（臭気や煙などが残らない）（住）

住宅について重要と思う項目

高齢世帯（単身・夫婦） （参考）全世帯

○ 高齢世帯・全世帯が選択する項目は、全体的に同じ傾向にあるが、「高齢者など
への配慮」や「福祉、介護などの生活支援サービスの状況」については差がみられ
る。

（ｎ=1,163）



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編23 奈良県の高齢者向け住宅の戸数と高齢者人口に対する割合

※資料：サービス付き高齢者向け住宅 情報提供システム
奈良県高齢者福祉計画及び第7期奈良県介護保険事業支援計画

○ いずれの圏域も、高齢者人口に対する高齢者向け住宅の戸数の割合は1％以下。
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900

729

137

472

9

0.89%

0.70%

0.22%

0.46%

0.03%
0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

0.50%

0.60%

0.70%

0.80%

0.90%

1.00%

0

200

400

600

800

1000

1200

奈良圏域 西和圏域 東和圏域 中和圏域 南和圏域

（戸） 圏域別高齢者向け賃貸住宅と高齢者人口に占める割合

サービス付き高齢者向け住宅

シルバーハウジング

高齢者人口に対する戸数割合

奈良圏域 西和圏域 東和圏域 中和圏域 南和圏域

住宅数 住戸数

サービス付き高齢者向け住宅 63 2247

シルバーハウジング 2 55



5,443 
5,055 

2,646 

4,466 

1,582 

5.10%
4.87%

4.17%
4.31%

5.91%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

奈良圏域 西和圏域 東和圏域 中和圏域 南和圏域

（人）
老人ホーム等の定員数と高齢者人口に占める割合

定員数

高齢者人口に対する定員数割合

奈良圏域 西和圏域 東和圏域 中和圏域 南和圏域

「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ いずれの圏域も、高齢者人口に対する老人ホーム等施設の定員数の割合は6％以
下。

24 奈良県の老人ホーム等施設の定員数と高齢者人口に対する割合

※資料：平成29年度 高齢者福祉対策の概要
奈良県高齢者福祉計画及び第7期奈良県介護保険事業支援計画

施設種別 施設数 定員（人）

養護老人ホーム※１ 11 800

特別養護老人ホーム 100 6929

軽費老人ホーム 40 1483

有料老人ホーム 90 4634

生活支援ハウス 2 30

介護老人保健施設 52 4665

介護療養型医療施設 7 681

小規模多機能型居宅介護施設 43 1118

認知症高齢者グループホーム 134 2051

※１盲養護老人ホームは除く



「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 高齢者向け住宅・施設の中でも、サービス付き高齢者向け住宅・有料老人ホーム
の増加が顕著である。

25 奈良県の高齢者向け住宅・施設の整備状況

※資料：平成29年度 高齢者福祉対策の概要

33

39

47

58

63

0

20

40

60

80

100

120

140

160

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

施設数

住宅数

高齢者向け施設・住宅数

999 

1,244 

1,601 

2,019 

2,247 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

定員（人）

住戸（戸）

定員数・住戸数

養護老人ホーム※１

特別養護老人ホーム

軽費老人ホーム

有料老人ホーム

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

認知症高齢者グループホーム

サービス付き高齢者向け住宅

シルバーハウジング
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高齢者人口（65歳以上の人口）に占める高齢者住宅の割合
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「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 奈良県は約5.2％で、全国平均の5.5％よりも低い。

26 全国の高齢者人口に対する高齢者向け住宅・施設の割合

※資料：（公社）全国有料老人ホーム協会調査（平成25年度）
サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（平成30年4月現在）
人口推計（平成29年10月1日現在）

【参考：高齢者人口に対するサービス付き高齢者向け住宅の戸数の割合】

高齢者人口
（千人）

戸数
（戸）

割合

全国 35,152 230,311 0.66％

奈良県 408 2,247 0.55％
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75歳以上

現在の住まいに満足だから 住み慣れていて離れたくないから 資金が不足しているから

雇用や家計の先行きが不安だから せっかく取得した持家だから 住み替えが面倒だから

商売や勤務の都合で転居できないから 住まいにこだわりがないから その他の理由

不明

「３ 住まい・まちづくり施策の基本的方向、重点施策」の再編

○ 「住み慣れていて離れたくない」を選択する割合は、60歳以上で年々増える。

27 家計主の年齢別の今後の住み替え意向のない理由

※資料：住生活総合調査（平成25年）

（ｎ=1,163）


